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1. はじめに 

 近年日本の多くの地方都市では，モータリゼーショ

ンの進行等に伴って，中心市街地の衰退が顕著になっ

てきている． 

 この問題を解消するため，政府は 1998年にまちづく

り三法の 1つとして，「中心市街地における市街地の整

備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律」

を制定した．この法律は 2006 年に「中心市街地の活性

化に関する法律（中心市街地活性化法）」に改正され，

各自治体ではこの法律に基づいて中心市街地活性化基

本計画を策定した．2011年 1月現在，100の都市で 103

の計画が内閣総理大臣により認定されている 1)． 

 本研究では，地方都市を対象とし，商業機能の面か

ら，中心市街地の再生の現状と課題を検討していくこ

とを目的とする． 

2. 研究方法 

 研究対象都市は，中心市街地活性化基本計画が認定

されている都市のうち人口 10万人以上 40万人以下で 3

大都市圏以外の 34 都市とした（図 1）．なお，本研究に

おける中心市街地の定義は，中心市街地活性化基本計

画で設定している範囲とした．商業統計に商店街統計

が存在することから研究対象都市に立地する商店街に

着目し，商店街の商業の状況 2)について分析を行った． 

34都市の中心市街地及び都市全体について平成 16年

度及び平成 19年度の商業統計の立地環境特性別統計編

の小売業のデータのうち「年間販売額」「売場面積」の

2 項目について整理し，年間販売額の値を売場面積の値

で除した「売場効率」を算出した．  

なお，この統計ではそれぞれの都市に立地する商店

街は分かったものの，中心市街地内に立地する商店街

の判別は分からなかった．そこで，商業統計を作成し

ている経済産業省に問い合わせをしたが対象範囲情報

は公開されていないため，それぞれの地方自治体で中

心市街地活性化基本計画を策定している担当者や商工

会議所の担当者に問い合わせ，図 2のような地図の作

成等の協力を得，立地状況を把握することができた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 本研究の調査対象都市 

 

図 2 中心市街地内の商店街の立地状況 

（福島市の例） 

3. 商店街データの分析結果と考察 

3.1 年間販売額について 

 34都市の商店街の所在地を判別し，都市全体の年間

販売額と中心市街地内の年間販売額の平成 16年度から

平成 19年度にかけての変化を図 3に示す． 

土木学会第67回年次学術講演会(平成24年9月)

 

-247-

 

Ⅳ-124

 



 

 

図 3 商店街の年間販売額の変化（平成 16→19） 

 

図 3から，都市全体，中心市街地ともに年間販売額

が減少している都市がほとんどであるが，上田，別府，

上越は両方で年間販売額が増加している．特に，上田，

別府については都市全体の年間販売額の増加率以上に

中心市街地の年間販売額の増加率が高くなっており，

商業機能の中心市街地への集積化が考えられる． 

3.2 売場面積について 

 次に，34都市の商店街の売場面積についても，3.1

と同様に都市全体と中心市街地内のそれぞれの平成 16

年度から平成 19年度にかけての変化を整理し，図 4に

まとめた． 

 

図 4 商店街の売場面積の変化（平成 16→19） 

 年間販売額と同様に，売場面積についても多くの都

市で都市全体，中心市街地ともに減少していることが

みてとれる．しかし，年間販売額と比較して相関係数

が低く，都市全体の増加率が減少している場合であっ

ても，西条などのように中心市街地の増加率が減少し

ていない都市もある．また上田は年間販売額と同様に

売場面積においても都市全体，中心市街地ともに増加

している．このことから，一部の都市では中心市街地

内の商業が活発になってきた可能性が考えられる． 

3.3 売場効率について 

 年間販売額を売場面積で除すると，単位面積当たり

の年間販売額（売場効率）が算出される．その売場効

率について，都市全体および中心市街地のそれぞれの

平成 16年度から平成 19年度にかけての増加率につい

て，図 5にまとめた． 

 

図 5 商店街の売場効率の変化 

 売場効率の面でとらえると，掛川や別府などで都市

全体，中心市街地ともに売場効率が上昇しているが，

八代をはじめとする多くの都市では売場効率が低下し

ており，地方都市の商業機能の維持が懸念される． 

4 まとめ 

 今回は商店街に着目し，商業状況の把握を行った．

年間販売額，売場面積，売場効率の 3項目いずれも地

方都市では減少傾向が一般的であったものの，増加傾

向が見られる都市もあった．今後は分析結果を踏まえ

ケーススタディや，商店街のデータ分析を行い商業機

能の現状及び中心市街地の再生に向けての方策を探っ

ていく． 
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